
大田市告示第１０７号 

  

大田市営住宅用途廃止実施要綱を次のように定める。 

   

令和６年５月２０日 

                   大田市長 楫 野 弘 和 

 

大田市営住宅用途廃止実施要綱 

（趣旨） 

第１条 この要綱は、市営住宅の用途廃止の実施に関し、公営住宅法（昭和２６

年法律第１９３号。以下「法」という。）、大田市営住宅条例（平成１７年大田

市条例第２０９号。以下「条例」という。）及び大田市営住宅条例施行規則（平

成１７年大田市規則第１６９号）に定めるもののほか、必要な事項を定めるも

のとする。 

 

（定義） 

第２条 この要綱において、次の各号に掲げる用語の意義は、当該各号に定める

ところによる。 

（１） 市営住宅 条例第２条第１号に定める市営住宅をいう。 

（２） 用途廃止 法第４４条第３項に基づく用途廃止をいう（ただし、建替

事業は除く）。 

（３） 旧住宅 用途廃止により除却する市営住宅をいう。 

（４） 新住宅 旧住宅の用途廃止に伴い、入居者が入居することとなる移転

先住宅をいう。 

（５） 入居者 旧住宅の入居者で用途廃止により旧住宅から移転を要する者

をいう。 

 

（用途廃止住宅の決定） 

第３条 市長は、市営住宅の用途廃止をしようとするときは、「公営住宅の処分

等について」（平成８年８月３０日付け建設省住総発第１３６号住宅総務課長

通知）により管理計画を定め、団地ごとに用途廃止をする住宅を決定するとと

もに、あらかじめ用途廃止に伴う入居者の移転計画を作成するものとする。 

 

（説明会の開催等） 

第４条 市長は、市営住宅の用途廃止に際して必要と認めるときは、あらかじめ

入居者に対して説明会等を開催する等の措置を講ずるものとし、当該用途廃



止について、入居者の理解と協力を得られるよう努めるものとする。 

 

（移転の承諾等） 

第５条 市長は、旧住宅からの退去については、入居者の承諾を得なければなら

ない。 

２ 入居者は、前項の移転を承諾したときは、住宅移転承諾書（様式第１号）を

市長に提出しなければならない。  

３ 市長は、入居者が前項により、他の市営住宅への入居を希望した場合には、

新住宅として入居できる市営住宅の空きがある場合に限り、条例第５条第４

号の規定を準用し、入居させることができる。 

４ 市長は、入居者が民間賃貸住宅の斡旋を希望した場合は、民間事業者と連携

し、新住宅の斡旋をするものとする。 

 

（移転補償費の請求手続） 

第６条 市長は、住宅移転承諾書を提出した入居者が、市長の指定する期間内に

旧住宅から退去したときは、移転補償費を支払うものとする。 

２ 移転補償費の額は、別表に定めるところによる。 

３ 入居者は、第１項の移転補償費を請求しようとする場合は、移転費用請求書

（様式第２号）を市長に提出しなければならない。 

４ 前項の請求書は、条例第３８条の規定により退去検査を受け退去が完了し

た場合のみ提出することができる。 

 

（退去時の補修および原形復旧） 

第７条 退去完了入居者は、旧住宅から退去する際の補修及び原形復旧にかか

る費用は負担しないものとする。 

 

（その他市営住宅の家賃の減額） 

第８条 市長は、入居者の新住宅が他の市営住宅である場合は、当該新住宅の家

賃の額が、旧住宅の最終の家賃の額を超えるときは、公営住宅法施行令（昭和

２６年政令第２４０号）第１２条で定めるところにより、当該新住宅の家賃の

額から、当該旧住宅の最終家賃の額を控除した額に次の表の左欄の区分に応

じて、それぞれ当該右欄に定める率を乗じて得た額（その額に１００円未満の

端数が生じたときは、その端数を切り上げる。）を当該その他市営住宅の家賃

から減額するものとする。 

入居期間 率 

１年以下の場合 ６分の５ 



１年を超え２年以下の場合 ６分の４ 

２年を超え３年以下の場合 ６分の３ 

３年を超え４年以下の場合 ６分の２ 

４年を超え５年以下の場合 ６分の１ 

２ 前項の規定により、家賃の額を減額する場合において、新住宅にかかる家賃

の額に変更があったときは、変更後の家賃について前項の規定を適用するも

のとする。 

 

（新住宅の敷金） 

第９条 入居者が新住宅として、他の市営住宅に入居する場合の敷金は、入居者

の同意があったときは、旧住宅の敷金をもってこれに充当することができる。 

２ 市長は、前項の場合において、旧住宅の敷金の額が新住宅の敷金を超えると

き、または満たないときの差額はそれぞれ還付、徴収しないものとする。 

 

附 則 

 この告示は、令和６年５月２０日から施行し、令和６年５月１日から適用する。 

 

別表（第６条関係） 

移転補償費 

補償項目 移転先 補償金額 

基
本
額 

動産移転料 

及び 

移転雑費 

１階  １２３，７００円 

２階  １３９，８００円 

３階以上  １５６，０００円 

加
算
額 

移転前の住宅の階

数による加算 

 ２階 １６，１００円 

 ３階以上 ３２，３００円 

ピアノ移転 

 １階 ３６，３００円 

 ２階以上 ５２，８００円 

電話移転   １１，３００円 



備考 基本額及び加算額の住宅の階数による加算においては、エレベーターの

設置してある住宅は、２階以上も１階を適用する。 

  

エアコン移転   ３８，２００円 



様式第１号（第５条関係） 

 

年  月  日 

 

大田市長 様 

 

 市営     住宅    号 

 

氏名             

 

住 宅 移 転 承 諾 書 

 

 私は、当住宅の用途廃止を承諾し、下記の条件により、現在、私が居住する住

宅から移転することを承諾しましたので、大田市営住宅用途廃止実施要綱第５

条の規定により提出します。 

 

記 

 

１．移転の種類 

  □ 他の市営住宅を希望 

 

  □ 民間賃貸住宅を希望 

    □ 市の斡旋を希望 

    移転先住所（アパート等に移転する場合は、その名称も記入） 

 

 

  □ その他（親族と同居するなど） 

   移転先住所 

 

２．退去完了（予定）日 

年   月   日 

 

３．退去完了（予定）日以降は、旧住宅に残存する物件がある場合は、除去され

ても意義ありません。 

  



様式第２号（第６条関係） 

 

年  月  日 

大田市長 様 

                   住所 

                   氏名 

 

移転費用請求書 

 

  年  月  日に退去を完了したので、大田市営住宅用途廃止実施要綱第

６条の規定により、下記のとおり移転補償費を請求します。 

 

記 

 

金                 円 

 

移転補償費は、次の口座に入金してください。 

 

 

 

振 
込 
先 

口 

座 

住 
所 

 銀行・信金・農協・漁協・

労金・その他 

 

支店 

氏 

名 

（フリガナ） 預金 

種類 

 

口 座 番 号 

（氏名） １普通        

２当座 


